
議第１１２号 呉市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

１ 改正の趣旨 

コンビニエンスストア等に設置されている多機能端末機を介して所得・課税証

明書を交付する場合における当該交付に係る手数料の額を引き下げるものです。 

 

２ 改正の背景 

呉市では，平成２９年１月から，個人番号カード（マイナンバーカード）を利

用し，コンビニエンスストア等に設置されている多機能端末機を介した証明書等

の交付（以下「コンビニ交付」といいます。）を実施しています。 

この度，コンビニ交付の状況について，コンビニ交付を実施している中核市全

４７市（うち税に係る証明については３５市）の状況を調査したところ，コンビ

ニ交付を実施している他市と比較して呉市のコンビニ交付の利用が低調であるこ

とが分かりました。 

また，コンビニ交付を実施している中核市において，窓口における証明書等の

交付手数料よりも低額な交付手数料を設定している市が２１市（うち税に係る証

明については１７市）あり，これらの市ではコンビニ交付を利用する割合が高い

傾向が見られます。 

こうしたことから，コンビニ交付の利用を促進し，窓口業務の業務量の縮減を

図るとともに，マイナンバーカードの一層の利用促進を図る観点から，コンビニ

交付を行う証明書等に係る交付手数料の額を減額するものです。 

  

【参考】中核市におけるコンビニ交付の実施及び交付手数料の状況について 

(1) コンビニ交付実施状況（平成３１年３月末現在） 

 団体数 割合 うち手数料の減

額を実施してい

る団体数 

割合 

実施済み

（うち税に

係る証明） 

４７市 

（３５市） 

８１．０％ 

（６０．３％） 

２１市 

（１７市） 

４４．７％ 

（４８．６％） 

未実施 

（税に係る

証明） 

１１市 

（２３市） 

１９．０％ 

（３９．７％） － － 

(2) 税に係る証明のコンビニ交付における手数料の減額状況（平成３１年３月末

現在） 

窓口交付との差額 団体数（うちコンビニ交付実施

後１年以上の団体数） 

交付総数に占めるコン

ビニ交付の割合※ 

１００円減額 １３市（１２市） ２．５７％ 

５０円減額 ４市（ ４市） １．９６％ 

同額（減額なし） １８市（１５市） ２．０６％ 

※コンビニ交付実施後１年以上の団体で計算 



   

(3) 呉市のコンビニ交付利用状況（平成３０年度実績） 

証明書の種類 サ ー ビ ス 

開 始 年 月 

交付総数 うちコンビニ交付 交付総数に占めるコ

ンビニ交付の割合 

所得・課税

証明書 

平成２９年

１月 

３１，４０７件 １９０件 ０．６０％ 

 

３ 改正の内容 

現在コンビニ交付を行っている次の証明書に係る交付手数料について，コンビ

ニ交付を実施している他の中核市を参考に，窓口交付における交付手数料の額か

ら１００円を減額した額とします。 

対象とする証明書 現 行 改正案 

所得・課税証明書（最新年度を含んで５年度分まで） ３００円 ２００円 

 

４ 施行期日 

令和２年４月１日 


